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資源への注目
原油価格の急騰がおさまり，２００６年のアジアでは石油以外の資源に注目が集
まった。アジア諸国を２００６年の経済成長率で高い順に並べると（表１），上位には
中国，インド，ベトナムに混じって，カザフスタン（ウラン），カンボジア（ボー
キサイト），トルクメニスタン（天然ガス），モンゴル（銅，金，モリブデン）と
いった資源国が並ぶ（カッコ内は石油以外の主要鉱物資源）。
こうした資源をめぐって，２００６年は活発な外交が展開した。６月の上海協力機
構（SCO）創設５周年首脳会議は，中国とロシアが資源豊かな中央アジア４カ国に
影響力を確保する絶好の機会となった。今年はそこにオブザーバーとして，イラ
ンやモンゴルといった資源国も参加している。アメリカは親米的なカザフスタン
を戦略的パートナーに位置づけ，中央アジアに足場を築こうとしている。日本や
韓国もカザフスタン，ウズベキスタンのウラン獲得に動き，モンゴルの資源につ
いては，中国，ロシア，日本，欧米各国が積極的な動きを見せた。ロシア政府が
再び極東に注目し始めたのも，資源開発を見据えてのことである。
資源への注目は鉱物資源に留まらない。マレーシアは新たな工業化計画のなか
で，パーム油などを用いた「資源立脚型産業」重視の方針を打ち出している。組み
立て型の産業は，より労賃の安い国の追い上げが厳しく，また先進国の技術に依
存する部分が大きい。むしろ他の国にはない資源を利用して，追随を許さない産
業振興を目指すものといえよう。
未だ定着しない民主主義政治制度
２００５年，アジアの政治は安定化に向かうかに見えた。ところが２００６年になると，
いくつかの国で思わぬ政治的混乱が生じた。ティモール・レステ（東ティモール）
では，解雇兵士による抗議デモが暴動に発展し，首相が辞任するに至った。タイ
では２００５年の下院選挙で圧勝したタクシン政権が，バンコクでの大衆運動で議会
解散に追い込まれ，ついに軍のクーデタによって倒された。バングラデシュでは，
３
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表１ アジア各国・地域のGDP 政権任期満了後の選挙実施体制の公正性をめ
成長率（２００６年，％） ぐって混乱が起こり，選挙の実施が先延ばしさ
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（出所） 斜体はアジア開発銀行ホーム バーンによるとされるテロ事件が増加している。
ページ，他は本書衵～衲ページ。 国境を接するパキスタンでもテロ事件が続く。
スリランカでは政府とタミル反政府組織との間での停戦合意が事実上崩壊した。
テロリストはしばしば国境を越えて活動するので，二国間あるいは多国間の外交
交渉の議題にもなっている。
一方，一党独裁や権威主義国家の政治は相対的に安定していた。ベトナムやラ
オスでは党大会があり，スムーズに世代交代がなされた。国際世論の厳しい批判
を浴びるミャンマーと朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）も体制に動揺はないよう
だ。シンガポールは首相が選挙の禊ぎを受けて，政権委譲の正当性を確保した。
１０年来の高成長をみせる経済
アジア開発銀行によると，２００６年のアジア途上国は過去１１年間で最も高い成長
率を記録した。実際表１にあるように，データのとれた２４カ国中，成長率が５％
に満たなかったのは４カ国のみで，７％台以上となった国が半数にのぼる。
４
２００６年のアジア
こうした成長を支えた要因のひとつは，堅調な先進国経済に導かれた貿易であ
る。中国は外需への依存度を高めながら高成長を続けている。ベトナムの輸出は
前年比２２％という伸びを示した。台湾やタイで投資や内需の停滞をカバーしたの
は輸出であった。ミャンマーもタイへの天然ガス輸出が好調である。
冒頭に述べたように，資源が国の経済を支える重要な要素として認識されてき
ている。モンゴルや中央アジア諸国の他，インドネシア政府は石油に加え発電や
バイオ燃料も視野に入れたエネルギー開発を始めた。カンボジアでは鉱物資源の
ほか，ゴムやサトウキビのプランテーション開発が始まっている。ラオスでは鉱
業セクターが国の経済成長を支える部門になっている。
高い成長を経験してきたアジア諸国では， が課題となってきた。中国政「分配」
府は貧富格差や農村問題などの改善を目指して， を方針に掲「調和のとれた社会」
げた。シンガポールでは「プログレス・パッケージ」と呼ばれる財政黒字の再分配
政策を始めた。インドネシアやインドも貧困対策を重点課題としている。
アメリカとASEANの外交的存在感が後退
イラク問題を解決できず国内の支持率低下に悩む米ブッシュ政権は，北朝鮮そ
の他のアジア諸国に対しても強い対応をとることができない。北朝鮮問題では中
国の影響力に依存しなくてはならない状況がはっきりした。アメリカを除外して
進む経済統合を牽制するため，APEC会議にアジア太平洋自由貿易協定
（FTAAP）を提案したが，実現の可能性は小さい。
前年，東アジア首脳会議を開催して存在を誇示したASEANも，２００６年はや
や影が薄れた感がある。ミャンマー民主化問題では，ASEAN特使がスーチーど
ころか軍政首脳にすら会えなかった。ASEAＮ地域フォーラムも経済共同体
（AEC）も具体的成果に乏しい。世界の目は中国からASEANを飛び越して，イ
ンドに向かっているかのようである。
アジア諸国の近隣関係は，時に対立が顕在化することはあっても，全般に改善
方向にあった。マレーシアとシンガポール，インドとパキスタンといった，長い
対立関係のある国同士が歩み寄りの努力を行っている。
WTO交渉が中断するなか，自由貿易協定（FTA）をめざす２つの国や地域間貿
易交渉は，２００５年に引き続いて活発に行われ，いくつかの進展や締結をみた。今
後は錯綜したFTAを束ねる広域FTA締結が課題になるであろう。
（地域研究センター専任調査役）
５
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月
大韓民国 １９ 第１回韓米閣僚
級戦略対話で，在韓
米軍の「戦略的柔軟
性」で基本合意。
１９ 韓明淑議員，初
の女性首相に。
２２ 竹島周辺海洋調
査問題で，日韓が合
意。
２８ 現代グループ鄭
会長，横領・背任で
逮捕。
３１ 統一地方選挙，
実施。野党ハンナラ
党圧勝，与党ウリ党
惨敗。
５ 韓米FTA交渉
ワシントンで開始。
，
朝鮮民主主義
人民共和国
１０ 金正日国防委員
長，中国を非公式訪
問。
４ 日朝国交正常化
のための政府間会談
２３ 靖国神社にあっ
た北関大捷碑が咸鏡
北道金策市臨溟里に
復元され，朝鮮国宝
遺跡第１９３号として
登録。
。
３ 南北経済協力推
進委員会第１２回会議。
新方式の経済協力事
業推進などで合意書
採択。
モンゴル １３ エルベグドルジ
内閣総辞職。
２５ エンフボルド内
閣発足。
２６ エンフボルド首
相，来日。
５ 政府，企業にお
ける外国人労働者比
率を３０％以下と決定
１２ 超過利得税法案
国会で可決。
。
２９ 法人税法改正案，
国会で可決。
，
中国 ５ 第１０期全国人代
第４回会議開催。第
１１次５カ年長期計画
要綱承諾。
１３ 連戦中国国民党
栄誉主席来訪。両岸
経済貿易フォーラム
出席，胡総書記と会
談。
３０ 中国共産党創立
８５周年祝賀，共産党
員先進性保持教育活
動総括大会開催。
香港 １ 経済貿易緊密化
取決め（CEPA）第３
段階発効。
１９ 公民党結成。 ２７ CEPA第３次補
充協定（第４段階）締
結。
台湾 １５ 民進党主席選挙
で游錫�が当選。
２５ 蘇貞昌行政院院
長就任。
２２ 国家通訊伝播委
員会（NCC）発足。
２５ 台北地検，陳総
統の娘婿をインサイ
ダー取引容疑で身柄
拘束。
３１ 陳総統，憲法規
定権限以外の実権を
蘇行政院長へ委譲。
ベトナム ２８ 米インテル，半
導体工場への投資認
可を取得。投資額６
億ドル。１１月１０日，１０
億ドルへの増額認可。
１８ 第１０回党大会，
開催。２００６～２０１０年
の重要方針，マイン
書記長続投決定。
１６ 第１１期第９回国
会開催。新大統領，
首相，国会議長選出
３１ ベトナムのWT
O加盟でアメリカと
の二国間合意文書に
調印。
。
カンボジア ２２ 上院議員選挙。
人民党が５７議席中４５
議席を獲得。
１０ サム・ランシー
亡命先から帰国。
２ 国会，憲法第９０
条第８項を改正。大
臣会議形成に必要な
賛成数が定数の２／
３から過半数に。
２ 共同大臣制廃止
， １２ 温家宝・中国首
相来訪。約６億ドル
の経済協力に合意。
。
６ 世銀，汚職の疑
いで３プロジェクト
を凍結，７６０万ドル
の返還を要求。
ラオス １２ ５万キープ紙幣
の流通開始。
１３ サイソンブーン
特別区を廃止す首相
令第１０号公布。
１４ ラオス政府，ケ
シ栽培の撲滅を正式
に宣言。
１８ ラオス人民革命
党第８回全国代表者
大会開催。
３０ 第６期国会議員
選挙開催。
１９ チュームマリー
党書記長・国家主席，
ベトナム訪問。
２６ 同書記長・国家
主席，中国訪問。
タイ ２３ タクシン首相一
族，シン社株をすべ
てシンガポール政府
系持株会社テマセク
社に売却。
２ 下院解散に伴う
総選挙実施。
４ 首相，国王と面
会後に休職を表明。
首相代行にチッチャ
イ副首相を指名。
８ 憲法裁判所，下
院総選挙に無効判断。
フィリピン １７ 南レイテ州で大
規模地滑り発生。死
者１５０人，行方不明
約９６０人。
２４ アロヨ大統領，
国家非常事態を宣言
２５ 警察，政権批判
の新聞を令状なし捜
索。ベルトラン議員
逮捕。
。
２４ アロヨ大統領，
死刑法を廃止する法
律（RA９３４６）に署名。
マレーシア １４ 首相，内閣改造
発表。異動の噂が
あったラフィダ国際
貿易産業相は留任。
２７ 政府，石油燃料
値上げを発表。
２２ 政府，国家自動
車政策を発表。
３１ 政府，第９次５
カ年計画を下院に上
程。
１２ 政府，コーズウ
ェイ橋梁化事業の中
止を閣議決定。
２０ サラワク州議会
選挙実施。国民戦線
が７１議席中６２議席を
獲得。
７ マハティール前
首相，アブドゥラ首
相に裏切られたと発
言。
６
２００６年のアジア
主な出来事盧
７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
１３ 北朝鮮ミサイル発
射直後の第１９回南北閣
僚級会談で交渉決裂。
９ 安倍首相訪韓。盧
大統領と初の首脳会談
１３ 潘基文外交通商部
長官，国連総会で第８
代事務総長に正式選出
。
。
１５ 政府，不動産市場
安定化対策を発表。
５ ミサイル発射訓練
１５ 国連安保理がミサ
イル発射実験問題と関
連して対北朝鮮決議文
を採択。
。 ３ 外務省，核実験を
行うことと関連して声
明。
９ 核実験実施。
１４ 国連安保理，核実
験に制裁決議。
１８ 第５回６カ国協議
第２段階会議。
６ 汚職防止法改正案
国会で可決。
８ 鉱物資源法改正案
国会で可決。
，
，
２１ ダライ・ラマ１４世
が来訪。
２８ モンゴル人と中国
人の建設労働者間で集
団乱闘事件発生。
２２ エンフボルド首相
中国訪問。
，４ エンフバヤル大統
領，ロシア訪問。
６ モンテネグロと国
交樹立。
６ チャドと国交樹立
９ 『江沢民文選』第１
～３巻発行。
。２４ 中共中央政治局，
陳良宇上海党委書記解
任，中央政治局委員の
職務停止。
８ 安倍首相来訪。胡
国家主席と共同プレス
コミュニケ発表。
８ 中共第１６期中央委
員会第６回全体会議開
催。「調和社会」建設へ
コミュニケ発表。
１ 中国・アフリカ協
力フォーラムを北京で
開催。「北京首脳会議宣
言」「北京行動計画」採
択。
１０ 李沢楷 PCCW会
長，自社株２２．７％を梁
伯韜氏へ譲渡すると発
表（後に断念）。
６ 盗聴および監察條
例，可決。
３１ 北京市法院，香港
在住新聞記者にスパイ
容疑で有罪判決。
２７ 中国工商銀行，香
港上場。
２８ 霍英東全国政協会
議副主席，死去。
８ 陳馮富珍WHO事
務局長補（前香港衛生
署長），WHO事務局
長に当選。
１０ 選挙委員会選挙，
投票日。民主派は梁家
傑（公民党，立法会議
員）候補擁立に必要な
推薦者数を確保。
２８～２９ 経済永続発展
会議。
１ 行政院会議，中正
国際機場（空港）を台湾
桃園国際機場に改名決
定。
９ 台北・高雄両市長
・両市議会選挙。
２４ 交通部，高速鉄道
の営業を許可すると表
明。
１２ サイゴン商信銀行
ホーチミン市証券取引
センターに上場。
２４ 第１０期第３回党中
央委総会，開催。汚職・
濫費防止・取締りへの
指導強化について決議
，
。
２２ マイン書記長，中
国訪問。経済・技術協
力協定等に調印。
２２ 政府，投資法の施
行について議定。
７ WTO一般理事会
ベトナムのWTO加盟
を承認。
１８ APEC 首脳会議，
開催（ハノイ）。
，
３ KR裁判司法官就
任の宣誓式開催。
７ ベトナムとの国境
標設置記念式典開催。
１８ フンシンペック党
臨時党大会で，ラナリ
ット党首を解任。
１６ ノロドム・ラナリ
ット党結成。
２８ ブアソーン首相，
ベトナムとカンボジア
を訪問。
１０ ノン・ドゥック・
マイン・ベトナム共産
党書記長来訪。
１５ 胡・中国国家主席
来訪。
２０ メコン第２友好橋
開通式開催。
１９ 国軍によるクーデ
ター。「国王を元首とす
る民主主義制度改革
団」を設置。
２８ スワンナプーム新
国際空港，開港。
１ スラユット枢密院
議員が新首相に。暫定
憲法公布。
１８ 中銀，バーツ価抑
制で外貨強制預入策。
２６ 商務省，外資基準
の厳格化方針発表。
３１ バンコクで同時多
発爆破テロ。
２４ 下院，本会議でア
ロヨ大統領に対する弾
劾告発書を最終棄却。
９ アロヨ大統領，小
泉首相と会談。日比経
済連携協定に署名。
２８ 超大型台風，マニ
ラを横断。ルソン島全
域で停電。死者・行方
不明者２３１人。
３０ 超大型台風（現地
名レミン）がルソン島
南部を横断。マヨン火
山の麓では泥流が発生
１万４８００世帯が被災。
死者・行方不明者は少
なくとも１２００人。
。
４ マカティ地裁，レ
イプ容疑の米海兵隊員
１人に懲役４０年の判決。
８ セブ島で開催予定
の第１２回 ASEAN 首
脳会合と東アジア首脳
会合の延期発表。理由
は台風の接近。
２６ クアラルンプール
でASEAN外 相会 議
開 催。ASEAN＋３外
相会議，ASEAN・EU
拡大外相会議 ARF閣
僚会議もあわせて開催。
１３ 政府，第３次工業
化マスタープランを発
表。対象期間は２００６年
から２０２０年。期間中の
平均成長率を６．３％に
設定。
２８ 統一マレー人国民
組織（UMNO），２００７年
予定の役員選挙を次回
総選挙後に延期する旨
最高評議会で決定。
７
２００６年 アジアの
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月
シンガポール ２３ 政府系テマセク
持株会社，タイのシ
ン・コーポレーショ
ン買収。
１４ カジノ法案，国
会で可決成立。
１７ 政府，２００６年度
予算案（税制改正）で
累積財政黒字を国民
に還元すると公表。
２ 韓国との自由貿
易協定（FTA）発効。
６ 与 党 PAP，国
会総選挙で過半数議
席獲得。
２４ リー首相，就任
後初の公式訪日。小
泉首相と会談。
８ 天皇・皇后両陛
下，国賓として来訪。
インドネシア ３ 政府，特別経済
区の設置計画を発表
１７ 中国と１万メガ
ワットの発電所建設
の発注などについて
協議。
。
２７ ジャワ島中部地
震発生，死者５７６０人
２９ 東ジャワ州のラ
ピンド社掘削ガス田
で熱泥噴出事故発生
。
。
１９ 政府，労働組合
側の反対で労働法改
正を中止。
ティモール・
レステ
１２ オーストラリア
政府と「ティモール
海における特定海事
ア レ ン ジ メ ン ト
（CMATS）協定」（通
称サンライズ合意）
に署名。
８ ４０４人の国軍兵
士が脱営（この後，
同月末にまでにさら
に１８０人程）。
１ ルアク国軍総司
令官が脱営兵を解雇
２ 首都ディリで解
雇された兵士達によ
る大規模デモが発生
政府が国軍を投入し
２０人以上のデモ参加
者が死亡。
。
２４ ディリ市内で激
しい銃撃戦。国軍が
非武装の警察官９人
を射殺。
。
１０ ラモス・ホルタ
新政権が発足。
２８ 新内閣発足。
ミャンマー ３１ 国民会議休会。 １４ ソーウィン首相
中国を訪問。
１ ユドヨノ・イン
ドネシア大統領，来
訪。
８ カラム・インド
大統領，来訪。
２３ サイド・ハミド
・マレーシア外相，
ASEAN特使として
来訪。
， １ 政府，公務員給
与を最大１２．５倍に引
き上げ。
１８ ガンバリ国連事
務次長来訪。２０日に
スーチーと面談。
２７ 政府，スーチー
自宅軟禁を１年延長。
バングラデ
シュ
１ 新有権者名簿作
成開始。
４ 高等裁判所，新
有権者名簿作成差し
止めの判決。
１２ カレダ首相，パ
キスタン訪問。
２２ 北西地域の農民
が電力・肥料不足に
抗議して暴動。
２ 指名手配中のイ
スラーム過激派指導
者，逮捕。
２０ カレダ首相，イ
ンド訪問。
４ 世銀は政府に石
油製品価格引上要求
１６ 中国から１６戦闘
機を購入。１．１８億ド
ル。
７ カレダ首相，ク
ウェート訪問。
２３ カレダ首相，
UAE訪問。
２４ 最高裁，１月４
日の高裁判決を支持
。
７ 新年度予算案，
国会に提出さる。
８ 政府，石油製品
の価格を引上げ。
１０ クウェート首長，
来訪。。
インド ３ カルナータカ州
で政権交代。Ｈ・Ｄ
・クマラスワミ新政
権が成立。
２４ 日印租税条約改
正に関する議定書に
署名。
１ ブッシュ大統領
来訪。核協力合意の
共同声明発表。
７ ウッタル・プラ
デーシュ州のヒン
ドゥー寺院と鉄道駅
で爆破事件。
５ 人的資源開発大
臣，「その他後進階
級」に対する２７％の
留保枠拡大発表。反
対学生，教員が抗議
行動。混乱は５月ま
で続く。
１１ ケーララ州，西
ベンガル州，タミル
・ナードゥ州，アッ
サム州，ポンディチ
ェリ連邦直轄領で議
会選挙。左翼，州政
党，堅調。
ネパール ８ 主要政党のボイ
コットで地方選挙は
低調に終わる。
６ 民主主義復活を
求める国民運動で国
王直接統治終結。
２０ 第５次コイララ
内閣発足。
１８「２０６３議会声明」
全会一致で採択。
１８ 国王の特権の剥
奪始まる（漸次実施）。
スリランカ ３０ 地方選挙実施。
統一人民自由連合
（UPFA）が圧勝。統
一国民党（UNP）は
３３議会での多数議席
確保にとどまる。
２５ 陸軍本部で陸軍
司令官を狙った LT
TE女性による自爆
攻撃。
２５ 軍，トリンコマ
リー県サンプールを
空爆。
２９ EU，LTTE を
テロ組織に指定。
８ オスロに政府お
よび LTTE代表が
集うが，話合いせず。
LTTE一方的に声
明発表。
パキスタン １３ 米軍，連邦政府
直轄部族地域（FAT
A）を空爆。６人の
子供を含む１８人死亡。
３～４ ブッシュ大
統領来訪。
１６ EUがベッドリ
ネンに対する反ダン
ピング税引下げ。
１４ 人民党ブットー
議長，ムスリム連盟
ナワーズ派シャリー
フ党首，「民主憲章」
に署名。
アフガニスタ
ン
１ アフガニスタン
支援国会合で，５年
間で総額１０５億ドル
の支援決定。
１５ カルザイー大統
領，パキスタン訪問
１ ブッシュ大統領
米国同時多発テロ後
初の来訪。
。
９ カルザイー大統
領，インド訪問。
， ２ パキスタン，ア
メリカと，パキスタ
ンの北西辺境州内で
１０日間の合同軍事演
習。
１４ カルザイー大統
領，中国訪問。胡国
家主席と首脳会談。
２８ ライス米国務長
官来訪。
中央アジア ２４ ユーラシア共同
体首脳会合。ウズベ
キスタンの加盟を決
定。
４ 米国系NGOユ
ーラシア基金がウズ
ベキスタン国内での
活動を停止。
２～７ トルクメニ
スタンのニヤゾフ大
統領，中国訪問。天
然ガス・パイプライ
ン建設について合意。
５ 「中央アジア＋
日本」対話第２回外
相会合。
２３ 集団安全保障条
約機構（CSTO）にウ
ズベキスタンが再加
盟。
ロシア極東 ６ プーチン大統領
サハ共和国の指導部
とサハ発展問題を協
議。
， ２１ 中ロ，エネルギ
ー，金融，環境など
１５分野で「共同宣言」
締結。
１０ プーチン大統領
年次教書演説。演説
の大半は内政問題と
国防問題。
２０ ２０２０年までのサ
ハリン州発展戦略に
関する円卓会議開催
（モスクワ）。サハリ
ン州知事も出席。
１５ サンクトペテル
ブルグで主要国首脳
会議（Ｇ８）サミット。
ロシア初の議長国。
８
２００６年のアジア
主な出来事盪
７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
１６ 先進７カ国財務
省・中央銀行総裁会議
（Ｇ７）開催。
１９ IMF・世銀年次総
会開催。
３０ リー首相，中国に
て温家宝中国首相と会
談。
１６ ブッシュ大統領夫
妻来訪。
１７ リー首相，ハノイ
にて安倍首相と首脳会
談。
１０ 鳥インフルエンザ
による死者数が世界一
に。
１２ 通貨危機時の IM
F負債を前倒しで完済。
２６ ジャカルタMRT
（大量高速交通）計画に
ついて日本側と合意。
７，９ 真実和解委員会
法と汚職撲滅委員会法
に違憲判決。
１１ アチェ州地方首長
直接選挙実施。
２５ 国連安保理，国連
ティモール・レステ統
合ミッション（UNMI
T）設立決議を全会一
致で採択。
１３ 国際警察部隊，テ
ィモール・レステの警
察任務権限を国連に委
譲。
２５ 日本政府，UNMI
Tに文民警察官を派遣
する計画を発表。
１５ 国連安保理，ミャ
ンマー問題を公式議題
化。
１０ 国民会議再開。 ９ ガンバリ国連事務
次長来訪。
２３ スラユット・タイ
首相来訪。
２９ 国民会議休会。
１３ 中央銀行，今年度
成長率 目 標 を６．５～
６．８％に設定。
２５ 麻生外相，来訪。
外相として２０年ぶり。
２ バウチャー米国務
次官補，来訪。
８ 米国と二重課税防
止条約に調印。
２８ 首都ダカで電力危
機に抗議した市民デモ
が暴動化。
２９ 電力担当相，解任
さる。
５ 与野党幹事長会談
開催（～２３）。
２６ BNP内閣，任期満
了で解散。
２９ 大統領，選挙管理
主席顧問に就任。
１ １０人の選挙管理内
閣顧問，任命さる。
１１ バウチャー米国務
次官補，来訪。
２７ ジュネス国連事務
総長特使，来訪。
１０ ユヌス・グラミン
銀行総裁，ノーベル平
和賞を受賞。
２３ 選管，国会の投票
日を１月２２日に決定。
野党も選挙参加。
１１ ムンバイ同時列車
爆破事件で１８７人死亡
スリナガルで，テロに
よるバス爆破。８人死
亡。
。
９ シン首相，ブレア
首相との会見で北朝鮮
による核実験に触れ，
核不拡散体制浸食に懸
念表明（１０日）。
２０ 胡・中国国家主席
来訪。
１３ シン首相公式訪日。
戦略的グローバルパー
トナーシップを確認。
商工大臣の経済ミッ
ションがインド投資セ
ミナー。
１ ネパール・日本国
交樹立５０周年記念式典
２３ 航空事故で現職大
臣ほか多数死亡。
。
８ 主要政党と毛派間
で和平合意成立し，毛
派の議会政治復帰が実
現。
１５ 暫定憲法草案が成
立。
２６ 暫定憲法草案への
不満からタライで暴動。
１６ 最高裁，北部・東
部合併を違憲判断。
１８ ゴールの海軍基地
に自爆テロ。外出禁止
令。
２１ 大統領とラニルU
NP党首，６項目合意
２３日に覚書。
。
１ コロンボ中心部で
大統領実弟の車列に自
爆テロ。
１４ LTTE政治顧問バ
ラシンガム，ロンドン
で死亡。
８ 最高裁，PSM売却
無効の判決。
２６ 政府，バローチス
タン州の掃討戦で反政
府部族長ブグティを殺
害。
５ 政府，北ワジーリ
スタン部族長グループ
と和平協定締結。
３０ パキスタン軍，
FATAのマドラサを
空爆。死者８０人以上。
２４ 中国とFTA締結。 大統領，女性保護
法案に署名。
１
４ カルザイー大統領
訪日。「平和の定着」
国際会議出席のため。
， ６ ムシャラフ・パキ
スタン大統領，アフガ
ニスタン来訪。カルザ
イー大統領と首脳会談。
１８ アフガニスタン地
域経済協力会議第２回
会合開催。
１４ キルギスタン政
府，２００７年までの米軍
によるマナス空港使用
延長に合意。
２８～３１ 小泉首相がカ
ザフスタン，ウズベキ
スタンを歴訪。
８ 中央アジア非核地
帯条約締結。
２ ウズベキスタンで
米企業が参画する合弁
ザラフシャン・ニュー
モント社の破産が宣告
される。
，
２ キルギスタンで反
対は勢力が憲法改正の
早期実施を要求する無
期限ストに突入。
２１ トルクメニスタン
のニヤゾフ大統領が死
去。
１６ 貝殻島付近の海域
で日本漁船がロシア国
境警備隊警備艇から銃
撃を受け，甲板員１名
死亡。同船は拿捕。
２７ ユジノサハリンス
クでサハリン石油・ガ
ス会議開催。
５ ハバロフスクで極
東国際経済フォーラム
開催。
１８ ベトナムの首都ハ
ノイでアジア太平洋経
済協力会議（APEC）が
開催。
２０ ロシア安保会議で
極東問題を討議し，極
東発展に向け国家委員
会の設立を決める（モ
スクワ）。
９
